
２０２５年度 環境経営レポート
（2025.4～2026.3）

認証番号0010704

２０２６年度 環境活動スローガン

『 思いやる 小さな行動 積み重ね

未来へつなぐ きれいな地球 』
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■　参考ガイドライン
　　　エコアクション２１建設業向けガイドライン　２０１７年版　

■　報告対象期間
　　　２０２５年４月１日　～　２０２６年３月３１日

■　作成日
　　　２０２６年　５月　８日
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■事業所名

　大東スチール株式会社

■代表者

　代表取締役　坂口　和敏

■許可・認定

　鋼構造物工事業・大工工事業・内装仕上工事業
　静岡県知事許可（般-5）第31714号
　工場認定　性能評価　認定番号　TFBM-214273（Ｍグレード）

■会社の所在地

延床面積 備考
3,626㎡
1,323㎡
2,115㎡

987㎡
8,051㎡ 7,064㎡

■主たる事業の種類

　建築鉄骨の製造・施工ならびに、木造アパートの造作工事、エクステリア製品の調達・販売

■事業規模　（2025年度）

　売上高　 98.55　億円
　総資産 25.28　億円（2024年度決算書）
　従業員数 49名（本社勤務）　8名（大工工事） 2026.3.31時点

■事業年度

　4月1日～翌年3月31日

■認定・登録の対象範囲

　活動 　全事業活動
　対象組織 　全組織

■連絡先

　環境管理責任者　　鈴木　雅紀
　事務局担当者　　   桑原　祐也
　連絡先　　　　　　　 054-626-2700

　

　 所在地合計 -
〒425-0012　静岡県焼津市浜当目字大谷1146-2、3

認証対象

名称
本社
第１置場
第２置場
社員駐車場

１．組織の概要

所在地
〒425-0012　静岡県焼津市浜当目901-1
〒425-0011　静岡県焼津市小浜字中川原152、153
〒425-0012　静岡県焼津市浜当目977、979-1、979-2
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■　大東建託グループパーパス
『　託すをつなぎ　未来をひらく　』

■　大東スチール経営理念
誠実なものづくりを礎に、社員が幸せを感じ、
信頼される企業として社会に貢献する

■　環　境　基　本　指　針
私達はすべての事業活動において、省資源、再利用、再資源（３Ｒ）に努め、
地球環境の保全に全員参加で継続的に取り組みます。

■　環　境　行　動　指　針

１．二酸化炭素排出量の低減
　　事業活動により使用するエネルギーを低減します。
　　・電力使用量の低減に努めます。
　　・燃料使用量の低減に努めます。

２．廃棄物排出量の低減
　　事業活動により排出する廃棄物を低減します。
　　・分別処分によるリデュース・リユース・リサイクルの推進に努めます。
　　・歩留まりのよい経済設計の推進に努めます。
　　・在庫の適正管理による余剰材の低減に努めます。

３．水使用量の低減
　　事業活動による水使用量を低減します。

４．化学物質の適正管理
　　事業活動で使用する有機溶剤を適正管理します。
　　・労働衛生基準を遵守し、有害化学物質を含む資材は適正な管理下で使用します。
　　・塗料の散布ロス低減に努めます。

５、提供製品の環境性能の向上及びサービスの改善
　　技術、品質、安全、納期、コストを最大限に提供し、供給します。
　　・製造業務において、省エネ・省資源の設計施工を目指します。
　　・新製品の開発にあたり、安全性・精度・価格・作業性の性能向上に努めます。

６、環境教育
　　人とのつながりを大切にし、地域に根付く企業を目指します。
　　・環境活動を通じ、近隣住民及びステークホルダーとのコミュニケーションを図ります。

７、法令遵守
　　事業活動において、環境関係法令を遵守し、環境保全に努めます。

制定年月日 2014年 11月　28日 （初版）
2025年 4月　1日 （改定）

大東スチール株式会社

代表取締役　　坂口　和敏

２．環境経営指針
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技術運営部

製造部門 施工品質管理部門 商品販売部

Gリーダー：　石川　誠 営業部

Gリーダー：　海野晃紀

■関係者の権限と役割

① 環境経営指針の決定
② 環境目標の決定
③ 環境経営システム全体の評価と見直し
④ 環境管理責任者の任命
⑤ 経営における課題とチャンスの明確化

① 環境目標の達成・状況把握及び改善指示
② 取組状況の社長への報告
③ 環境経営システム及び環境指針の評価と見直し

① 情報収集及びデータ分析
② 問い合わせの対応
③ 環境経営レポート作成
④ 環境目標・環境活動計画の進捗管理
⑤ 環境管理責任者へ取組状況の報告
⑥ 文書・記録の管理

① 従業員の環境活動の評価
② 環境目標達成に向けた取組実行の指導
③ 環境負荷及び取組の自己チェック実施
④ 法規制の遵守状況チェック

① 活動の推進（具体的取組の計画・対策・実施・改善・周知）
② 自分の推進する環境活動の状況をグループリーダーに報告

代表取締役
坂口　和敏

３．実施体制
2014年11月28日 （制定）
2025年　4月 1日 （改定）

従業員

環境管理責任者
鈴木　雅紀

事務局
桑原　祐也

第１グループ 第２グループ

従業員

代表取締役社長

環境管理責任者

事務局

グループリーダー

第３グループ

製造部 製造部

Gリーダー：　鈴木雅紀（兼務）
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2013 売上高（億円）全体
2013 売上高（億円）工場のみ
2013 従業員数（人）

長期目標　CO2排出量はパリ協定に基づく

総量

総量 180,485.8 75% 45,121.5 73% 48,731.2 74% 46,475.1

原単 16,720.0 79% 3,457.6 82% 3,045.7 85% 2,581.9

①購入電力 総量 271,573.0 28% 195,532.6 29% 192,816.8 30% 190,101.1

原単 25,158.2 40% 14,983.3 52% 12,051.1 58% 10,561.2

総量 200.0

原単 18.5

総量 228.7

原単 21.2

総量 6,175.0 4% 5,928.0 -10% 6,792.5 -15% 7,101.3

原単 572.0 21% 454.3 26% 424.5 31% 394.5

総量 9,773.0 -20% 11,727.6 -18% 11,532.1 -22% 11,923.1

原単 905.4 1% 898.7 20% 720.8 27% 662.4

総量 47,460.0 18% 39,167.5 38% 29,425.2 39% 28,950.6

原単 4,396.6 32% 3,001.3 58% 1,839.1 63% 1,608.4

総量 13,310.0 70% 3,993.0 70% 3,993.0 71% 3,859.9

原単 1,233.0 75% 306.0 80% 249.6 83% 214.4

総量 34,150.0 -3% 35,174.5 35% 22,197.5 36% 21,856.0

原単 3,163.6 15% 2,695.4 56% 1,387.3 62% 1,214.2

総量 1,380.0 75% 351.9 72% 386.4 73% 372.6

原単 33.7 79% 7.0 81% 6.4 82% 5.9

kg 総量 31,743.2

kg 原単 2,940.7 35% 1,911.4 38% 1,823.2 41% 1,735.0

kg 総量 27,600.0

kg 総量 3,597.0

kg 総量 546.3

（2017年度） 目標値は２０１７年度比とする

総量 1,791.7 25% 1,343.8 22% 1,397.5 23% 1,379.6

原単 36.3 60% 14.4 59% 15.0 62% 13.8

生産性向上　※目標値は年度経営計画に準ずる

―

―

品質向上 ― 製品クレーム ゼロ　件 製品クレーム ゼロ　件
※ 1 各項目を（kg-CO2）に換算、合計を二酸化炭素排出量とする。
※ 2 生産高に比例し増減し、品質保証上総量の削減は難しい為、目標を原単位に限定する。
※ 3 過去データ保管の都合、2017年度を基準とする。
※ 4 2022年度より目標に追加（建設業向けガイドラインに基づく）　2021年度を基準とする。
※ 5 二酸化炭素排出量 2017年度 104,861.6kg-CO2（ＳＢＴ目標基準値）

※ － 中期目標の原単位は経営目標の売上高を基準に算出

他社工事 ５％向上
年度経営計画に準ずる

2030年度達成目標
進捗状況

総量・原単　達成
（SＢＴ目標　削減率52.2%）

総量28%、原単51%

冬季灯油ストーブ
使用中

LPGフォークリフト
１台使用中

総量-18%、原単21%

総量-29%、原単14%

総量35%、原単57%

９９％以上

―

適正管理

環境経営　長期目標
（2030年度達成目標）

総量・原単 　　削減率４６％
（SBT目標2017年度比　削減率５５％）

総量・原単　　削減率４６％

総量・原単　　削減率４６％

総量・原単　　削減率４６％

総量・原単　　削減率２６％

―

原単　削減率２６％

総量41%、原単61%

総量33%、原単55%

99.9%

総量71%、原単76%

原単54%

適正管理　維持

総量17%、原単58%

総量・原単　　削減率２６％

 ９９％以上

総量・原単　削減率４６％

総量・原単　削減率２６％

適正管理

総量・原単　　削減率２６％

９９％以上

―

９９％以上

―

適正管理

消費量ゼロ

消費量ゼロ

総量 99.6
(2021年度)

適正管理

消費量ゼロ

消費量ゼロ

４．環境経営目標
45.38

41

二酸化炭素排出量 ※１

③液化石油ガス（LPG）

④ガソリン

②灯油

kg

l

排出量/売上高（kg-CO2/億円）
kg-CO2

l

2013年度

10.79

環境経営　中期目標

2027年度　目標

消費量ゼロ

消費量ゼロ

2025年度　目標

消費量ゼロ

消費量ゼロ

2026年度　目標

コピー用紙使用量※３
kg

使用量/売上高（kg/億円）

化学物質使用量 ※２

⑤軽油 l

廃棄物 リサイクル率　※４

kg

（再資源化量/廃棄物総排出量）

水使用量
㎥

％

購入量(使用量)/売上高（kg/億円）

②希釈シンナー（使用量）

③洗浄用シンナー（使用量）

在来工事
他社工事 １０％向上加工効率（kg/人工）

年度経営計画に準ずる

目標値は２０１３年度比 削減率とする

件

項　目
原単

kWh

単位

使用量/従業員数（㎥/人）

廃棄物 総排出量（①+②）

①産業廃棄物排出量
kg

②金属排出量（有償）　※２

排出量/売上高（kg/億円）

排出量/売上高（kg/億円）

kg
排出量/売上高（kg/億円）

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

％

％

①錆止塗料（使用量）

環境に配慮した経営
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　　2025年度　　売上高（全体） 98.55 (億円）

　　売上高（工場） 16.09 (億円） 目標： 達成〇

　　従業員数（本社勤務） 49 (人） 未達△

総量 50,160.98 72% 90% △
原単 3,117.72 81% 111% 〇

①購入電力 総量 196,573.00 28% 99% △
（排出係数下記参照） 原単 12,217.85 51% 123% 〇

総量 0.00 100% 100% 〇
原単 0.00 100% 100% 〇
総量 165.00 28% 0% △ LPGリフト稼働

原単 10.26 52% 0% △
総量 7,273.86 -18% 81% △
原単 452.10 21% 100% 〇
総量 12,598.64 -29% 93% △
原単 783.06 14% 115% 〇
総量 30,730.00 35% 127% 〇 金属排出量削減による

原単 1,910.00 57% 157% 〇 総排出量の減少

総量 7,820.00 41% 51% △ 使用できなくなった

原単 486.05 61% 63% △ 木製パレットの排出

総量 22,910.00 33% 154% 〇 不良製品の減少

原単 1,423.95 55% 189% 〇
総量

原単

総量 396.00 71% 89% △
原単 8.08 76% 87% △

kg 総量 21,960.00 31% - - 塗装面の少ない工事が

kg 原単 1,364.91 54% 140% 〇 多かったため

kg 総量 17,700.00 - - -
kg 総量 3,460.00 - - -
kg 総量 800.00 - - -

kg 総量 1,492.43 17% 90% △
kg 原単 15.14 58% 95% △

生産性向上　※目標値は年度経営計画に準ずる

品質向上 １件 － 未達 △
※ 1 各項目を（kg-CO2）に換算、合計を二酸化炭素排出量とする。

排出係数 ： 中部電力ミライズ 0.376、エネット 0.0（再エネ）
※ 2 品質保証上使用量の削減は難しい、目標を原単位に限定する。
※ 3 2017年度を基準とする。

〇－加工効率①（kg/人工） 目標達成％ 達成

５．環境経営　実績値及び評価

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費

（
購
入
量

）

④ガソリン

③液化石油ガス（LPG）

②灯油

⑤軽油

l

l

排出量/売上高（kg-CO2/億円）

二酸化炭素排出量　※１

kg

kWh

l

実績値

㎥

kg
排出量/売上高（kg/億円）

kg

kg

使用量/従業員数（㎥/人）

排出量/売上高（kg/億円）

水使用量

廃棄物 総排出量（①+②）

②金属排出量（有償）

①産業廃棄物排出量（廃プラ・木くず）

件

③洗浄用シンナー（使用量）

①錆止塗料（使用量）

環境に配慮した経営

化学物質使用量　※２

②希釈シンナー（使用量）

購入量(使用量)/売上高（kg/億円）

コピー用紙使用量　※３

使用量/売上高（kg/億円）

100.9% 〇
廃棄物 リサイクル率

％
（再資源化量/廃棄物総排出量）

-0.1P99.90

排出量/売上高（kg/億円）

年度目標値大幅乖離の要因

（達成率131％以上・69％以下）
項　目

kg-CO2

単位 年度目標
達成率

2025年度実績
評価2013年度比

削減率
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違反 遵守

訴訟 状況

無 ○ 渡辺

2026.3 桑原

無 ○ 石川

2026.4 桑原

無 ○ 望月

2026.5 渡辺

無 ○ 渡辺

2025.10 桑原

無 ○ 渡辺

2025.12 桑原

無 ○ 桑原

2026.3 海野

無 ○ 渡辺

2026.3 石川

無 ○ 海野

2026.3 桑原

無 ○ 海野

2026.3 桑原

無 〇 渡辺

2026.4 石川

無 ○ 渡辺

2026.4 石川

無 ○ 渡辺

2026.4 石川

無 ○ 海野

2026.3 桑原

適用される環境関連法規等の遵守状況を確認した結果、違反はありません。

また、利害関係者からの訴訟や指摘、苦情等は過去３年間ありません。
遵守評価の結果

適正な維持管理の遵守

防災計画

安全衛生委員会・災害防止協議会の開催（月１回）

消火訓練、避難訓練（年１回）

化管法 有害化学物質の適正管理 排出量及び移動量の把握

（PRTR法） 特定施設への届出（行政） 適用成分（エチルベンゼン・キシレン・トリメチルベンゼン）

火災予防条例

消火設備の定期点検（年２回）

廃棄物処理法 事業系一般廃棄物、産業廃棄物の分別処分

保管場所の表示、飛散防止措置

静岡県産業廃棄物

の適正な処理に関 特定施設への届出（行政） 排出量の把握及び届出（年１回）

安全教育（随時）

特定施設への届出

塗料、シンナー　適正保管量の管理

危険物適正保管（消防署届出　不要）

委託先の許可・委託契約・現地確認（年１回）

騒音規制法 規制基準の遵守 機械プレス（1台）、高速切断機（2台）、ボール盤（1台）

参考図書　：　環境保全ハンドブックＷＥＢ版（静岡県環境保全協会）、ＩＳＯ環境法

環境基本法、化審法、容器包装リサイクル法、建築リサイクル法、大防法・排ガス抑制法、水濁法、下水道法、悪臭防止法

公害防止統括者・管理者（届出）

フロン排出抑制法 フロン類の管理の適正化に係る措置 エアコン（１０台）　コンプレッサー（２台）　冷水機（１台）

特定施設への届出（行政）

家電リサイクル法 対象機器の適切な引渡し、 対象機器の処分時

及び法に定める措置の協力

自動車リサイクル法

（騒音・振動） 特定施設への届出（行政）

再生資源及び再生部品の利用の推進リサイクル法

６．環境関連法規等の遵守状況確認

マニュフェストの交付、処理状況確認（随時）

確認法律・条令 遵守すべき事項 適用範囲・条件

労働者が働く職場環境の形成

ＳＤＳ管理（錆止塗料、シンナー）

液化炭酸ガス製造施設（年次点検、保安検査）

アセチレンガス　常備：７.２kg（１５本）　２kg（４本）

自らの責務において、適正な処理

労働安全衛生規則の遵守

ハイドロガス　常備：７㎥（５本）　２㎥（４本）

安衛法 労働安全衛生法施行令の遵守

保管基準、収集・処理基準の遵守

消防法

作業環境測定（年２回）、特殊検診（年２回）

機械プレス（1台）、空気圧縮機（2台）、せん断機（2台）

保安基準の遵守高圧ガス保安法

特定施設への届出（行政） 酸素ガス　常備：７㎥（１５本）　２㎥（４本）

特定施設への届出（行政） 空気圧縮機（2台）、ブラスト（1台）

適切な引渡し 廃車の引渡し時（リサイクル料金の負担）

マニュフェスト管理（電子マニフェスト）

する条例

フロン使用機器類の適正廃棄 ３ヶ月に１回以上の頻度で簡易点検の実施

公害防止組織法 規制基準の遵守 機械プレス1500トン（1台）

適正な使用環境の維持及び確保

第１種特定製品廃棄等実施者の引渡義務（第41条） フロンを回収して廃棄する

努力義務　又は
適用除外

製品の長期間使用の推進

生産工程の合理化による副産物抑制

土壌汚染対策法、環境影響評価法、循環社会形成推進基本法、生物多様性基本法、グリーン購入法、省エネ法

浄化槽の設置届 等（変更時）

浄化槽法 適正な維持管理の遵守 法定点検、保守点検（設置　3基）

振動規制法 規制基準の遵守

副産物の発生抑制、リサイクルの推進
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推進部門
年度活動評価 課題 責任者

１．空調適正使用 ①適温化（27度・21度） ・総量△　原単〇 ・夏季デマンド

２．空調高効率化 ③クール・ウォームビズ推進 ・法令遵守（省エネ法） 　　　コントロール 事務所
３．照明節約 ④ライトダウン運動 ・運用管理（周知） 第3G海野

４．照明エリア分け ⑤省エネ設備導入 工場
５．待機電力削減（工場） ⑥無人エリアの消灯 第1G渡辺

６．調達電力（再エネ） ⑦待機電力の削減 現場
⑧電力契約を再エネとする 第2G鈴木

　(100V契約以外は再エネ）

１．暖房機器適正管理 ①ストーブの消し忘れ防止 ・灯油 ・灯油ストーブ廃止

２．フォークリフトの ②リフト使用時のエコ運行 　総量〇　原単〇 ・LPGフォークリフト廃止

　　エコ運行 ③定期的な車両点検 　使用中△

④灯油、ＬＰＧ使用設備廃止 ・ＬＰＧ 第1G渡辺

　総量△　原単△

・法令遵守（省エネ法）

・運用管理（周知不足）

１．エコドライブ ①エコドライブ実施 ・ガソリン ・軽油使用量

２．車両点検 ②ＡＣ温度・風量　適温化 　総量△　原単〇 ・車両燃費向上

３．低燃費車導入 ③積載物　適正化 ・軽油 ・使用者意識向上

４．構内設備低燃費化 ④車両点検 / 週 　総量△　原単〇 ・公共交通機関利用 第2G鈴木

⑤燃費確認 / 月 ・法令遵守（省エネ法）

⑥低燃費車導入 ・運用管理（周知不足）

１．包装材の削減 ①簡易包装推進 ・総量△　原単△ ・木材廃棄物削減

２．パレット返却 ②多重包装見直し ・法令遵守 ・分別廃棄徹底 工場
３．消耗品廃棄量削減 ③不要パレット返却 （廃棄物処理法） 木製パレットの 第1G渡辺

４．分別廃棄 ④消耗品廃棄基準設定 ・運用管理（周知） 運用改善

⑤分別廃棄徹底 施工現場

第2G鈴木

１．包装材削減 ①簡易包装推進 ・法令遵守 ・段ボール及び

２．循環資源分別回収 ②多重包装見直し （リサイクル法） 　オフィス古紙の

③紙・プラ　分別回収 ・運用管理（周知） 　廃棄量削減 第3G海野

３．衣類のリサイクル ④不要な衣類（布製品）回収 ・分別回収

　 ウエスとして再利用 ・オフィス古紙有償化

１．歩止材購入推進 ①切断、孔明け材の購入 ・総量〇　原単〇 ・端材削減

２．計画的在庫調整 ②資材購入計画化 ・法令遵守 ・在庫計画購入 製造
３．製作不具合削減 ③不良スクラップ削減 （リサイクル法） ・加工不具合の低減 第1G渡辺
４．金属屑分別回収 ④溶接棒、ワイヤ、チップ　回収 ・運用管理（周知） 設計

第2G鈴木

１．節水活動 ①使用量定期確認 ・総量△　原単△ ・維持継続

　（漏水、過剰使用管理） ・法令遵守（浄化槽法） ・浸水対策

・運用管理（周知） 第3G海野

・安全運転講習会

水
使
用
量

△

・維持継続

・対策のマニュアル化

廃
棄
物
排
出
量

金
属
屑

〇

一
般
廃
棄
物

・納入品の梱包方法改善

△

具体的取組取組項目

・コンプレッサ吐出圧　低減

△

　への節電指導

・クールビズ（５月～９月）

・施工現場にて協力業者

・ウォームビズ（１１月～３月）

・空調服、冷却ベスト支給

購
入
電
力

７．環境行動計画（Plan Do Check Action）

灯
油
・
Ｌ
Ｐ
Ｇ

△

・寒冷対策の検討

・LPGリフト廃止準備

・ライトダウン（６月、７月）

取組評価
次年度行動計画

二
酸
化
炭
素
排
出
量

ガ
ソ
リ
ン
・
軽
油

産
業
廃
棄
物

・現場にて協力業者

・ペーパレスの推進

・整理整頓の徹底

・リサイクルの推進

　への分別廃棄指導

・燃費向上

△
　ガソリン車、軽油車

・用途に応じた車両の選定

・カーシェア運用

・リサイクルの推進◎

・端材の少ない設計

・在庫の適正量管理
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推進部門
評価 課題 責任者

１．塗装散布ロス低減 ①散布ロスを低減 ・原単〇 ・塗料散布ロス改善

２．排出量（購入量）把握 ②ＰＲＴＲ法遵守 ・法連遵守（化管法）

・運用管理（周知） 第1G渡辺

１．コピー紙購入量及び ①コピー機　機能活用 ・総量△　原単△ ・ペーパレス促進

　　投入量の削減 ②裏紙使用 ・運用管理（周知） ・意識改革

③ペーパレス会議 ・出力前チェック

④管理改善（紙→データ） 第3G海野

⑤コピー紙購入量管理

⑥帳票類　電子運用

１．加工効率向上 ①加工ライン見直し ・実績評価　 ・自主検査精度向上

２．品質向上 ②ロボット再調整（治具改良） 　他社工事　〇 ・製品管理基準周知 製造
③チェック体制再編 　品質向上　△ ・製品チェック体制 第1G渡辺

・運用管理（周知） ・生産能力向上

品質管理

第2G鈴木

１．地域貢献活動 ①海浜清掃 ・海浜清掃参加　〇 ・eco検定取得率

２．環境関連の知識向上 ②eco検定　受験推進 　7/6,11/24 ・環境教育　計画

３．環境教育の実施 ・eco検定 ・SDGS教育　計画 第3G海野

　受検者ゼロ　△ 事務局

桑原

　

１．災害時対応訓練 ・火災を想定した訓練 ・消火訓練　〇 ・維持継続

・地震を想定した訓練 ・避難訓練　〇 第2G鈴木
・高圧ガス施設破損による ・高圧ガス教育　〇 事務局
　液漏れを想定した訓練 桑原

法令遵守状況の確認 法令、条例の改正情報の確認 ・法令遵守　〇 ・関係法令の見直し

事務局
桑原

期間中　新規に計画し実行した取組
１） 安全運転・エコドライブ講習の実施

次年度の環境経営目標　変更あり　　　
１） 削減率の見直し

中期目標の削減率を現状に沿った数値に変更。

環
境
に
配
慮
し
た
経
営

（ＰＣ上での運用検討）

・出力前チェック

・出図の削減

品
質
向
上

・生産技術向上

コ
ピ
ー
用
紙

△

・製品体制の強化

△

・品質基準　周知

・社内教育

・ＤＸ教育推進

・ペーパレス促進

訓
練

◎

・消火訓練

・避難訓練

・高圧ガス施設 管理指導

・止水板運用マニュアル周知

教
育

〇

・ＳＤＧs研修会　起案

・ＤＸ教育推進

法
令
遵
守

◎

・維持継続

環
境
教
育

・海浜清掃（７月又は１１月）

※　評価基準（実績評価、法令遵守、運用管理）

◎（成果十分）　○（成果十分ではないが、あった）　△（成果不十分、今後の課題）

◎

・塗装方法の改善

取組項目 具体的取組
取組評価

次年度行動計画（取組計画）

化
学
物
質

使
用
量
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■エコ検定

受験日 従業員数 取得者数 取得率
2025年度 57 22 38.6% （2026年3月31日時点）

■環境保全活動・地域貢献活動
焼津市主催
焼津市内全域　海岸清掃活動

2025.7.7

■その他

・ ＳＤＧsセミナー企画

■環境活動関連　表彰
2016年度
環境省　環境人材育成コンソーシアム主体
環境　人づくり企業大賞2016　　奨励賞受賞

2022年度
持続性推進機構　エコアクション21中央事務局
感謝状　授与

過去３年間の環境活動記録
年度
2025

2024

2023

作業環境改善（工場土間修繕工事）

８．環境教育・自然保全活動及び主な活動記録

主な活動内容
販売管理システム導入による、業務効率化
高校生のための職業体験フェス参加

地域貢献活動への積極参加（小学校・高校 訪問授業・中学生工場見学受入）

工場生産ライン変更に伴い、不要在庫一斉処分実施
創業６０周年　イベントの実施「これからも、この街で。」

業務 ＩＴ化の促進
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■代表者による全体評価

とを目指し、エネルギー戦略として再生可能エネルギー100％（RE100）の達成や大東バイオマスエナジー

再エネ供給、環境経営におけるCDP最高評価「A」の継続、生物多様性保全の推進など、さまざまな取り組

みを行っております。その一環として、大東スチールにおいても、二酸化炭素排出量および廃棄物総排出量

の削減、ならびにリサイクル率の向上などに積極的に取り組んでおります。

　本年は、「エコアクション21」の認証継続10年という節目の年を迎えました。この10年間、会社の成長とと

もに、環境への取り組みも着実に進化してまいりました。弊社の経営理念である「誠実なものづくりを礎に、

社員が幸せを感じ、信頼される企業として社会に貢献する」のもと、今後も社員一同、環境に配慮した企業

活動を推進してまいります。

■見直し指示

1

2

3

4

5

■関連情報

確認

1 レ

2 レ

3 レ

4 レ

5 レ

6 レ

有　・　無

記録に記載しました。

環境に関する組織 有　・　無

環境行動計画

目標値の再設定（現状に沿った目標設定）

有　・　無

地域コミュニケーション・対応記録 近隣クレームはありませんでした。

項目 コメント

環境経営目標

その他（外部への対応） 有　・　無

問題点の是正・予防措置の実施状況

エコアクション21文書 記録・文書として作成しました。

特に問題ありませんでした。

環境目標及び目標達成状況 生産量は増えつつも、排出量は着実に削減しています。

環境行動計画及び取組実施状況 順調に目標達成しています。

環境関連法令要求一覧及び遵守状況

環境経営指針 有　・　無 経営理念を大東スチール独自のものに変更

「有」の場合の指示事項 等見直し事項 変更の必要性

2026年　5月　8日

９．代表者による全体評価

　大東建託グループは、「全社横断の脱炭素経営を統括し、環境トップランナーとしての地位を確立する」こ

代表取締役　　坂口　和敏　
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